「湘南市」構想の問題点

――「湘南市」のメリットとデメリット――
「湘南市」構想に反対する藤沢市民の会

（2003. 3. 9）

Ⅰ．メリット

メリットとデメリットの関係は裏腹の関係である。一般的にメリットとしては、（1）行政の効率化、（2）行政サービスの質的向上、（3）特例債発行、（4）投資の重点化、（5）広域的事業の円滑化、等があげられるが、いずれも市長をトップとする行政の方針、政策遂行能力によってはデメリットとなる。特に、景気低迷という、現在の悪環境の下では、市民が理想として求める果断な政策の実行（市職員の人員、給与の削減、市議定数の削減、諸施設の改廃統合等の行政改革）は難しく、合併は結果的に市民の負担増となる可能性が高い。

Ⅱ．デメリット

1．藤沢市の独自な文化、伝統の消滅

藤沢市には最後の町村合併以来約半世紀にわたって培ってきた独自の文化と伝統があるが、「湘南市」が実現した場合、そのアイデンティティは失われる。

2．市政への民意の反映が低下――市役所は、距離的にも意識的にも遠くなる――

「湘南市」になると、藤沢は区（複数？）となり、官選区長が管轄する。また、市議の定数は80名前後（人口70万人の静岡市は、最終的に56名）となるが、現在の藤沢13地区の中には、市議を出せない所も出てくる。定数減による経費減というメリットはあるが、民意の反映度は、著しく低下し、焼却場などの迷惑施設が地元の意向、事情を無視し、強引に多数決で決められる。

3．行政サービスの低下

（1）自治体の適正人口規模は20～40万。なぜあえて、非効率な100万都市を目指すのか。

広い地域と、100万の人口を有する「湘南市」を効率的に運営しようとすれば行政サービスの質の低下は当然である。質を低下させないようにすると、財政負担増となり、効率化は出来ず、市民負担は増加する。要するに、藤沢市の人口38万人は、適正規模であり、それより大きくしようとすれば、サービスの質が落ちるのは当然。

（2）福祉サービスの低下は不可避

藤沢市の福祉サービスの水準は6市町の中では、比較的高い。例えば、介護保険料2,800円／月および、一人暮らしの高齢者緊急通報システム料金の無料は、一番良い。このようなサービスは、合併後、そのまま、維持されるのか疑問。

4． 財政上の諸問題――市財政の現状では合併は不必要――

（1）特例債

「湘南市」は約850億円の特例債を発行でき、その元利償還金（返済額）の70％は、国が負担してくれる。しかし、この使途は、ほとんど合併に必要な公共施設（合同庁舎、大型ゴミ焼却施設、防災センター、多目的ホール、美術館等のいわゆる箱物）に限られる。また、70％の国の負担といっても、結局、国民負担である。つまり、右のポケットに850億円の現金を貰えるが、左のポケットに同額の借用書を入れられるようなものである。

（2）市の財政状況と、行政改革の必要性

現在、藤沢市は国から交付税を貰っておらず、将来、景気低迷により税収が減るとはいえ「お先真っ暗」ではない。①国家公務員に比べて105.2％（月額約5万円）と高く県下でもNo.1の市職員給与の引き下げ、②市組織の簡素化、③市の公共事業工事入札制度への競争原理の導入、④不要、非効率な関係会社、諸団体の統廃合、等を実行すれば、財政収支は直ちに数十億円改善し、それだけ市民の負担が軽減される。要するに、財政問題は、「湘南市」推進の理由にならず、また市の行革も出来ないのに、「湘南市」の効率的運営を期待すること自体無理である。

（3）比較的財政状況の良い藤沢市にとり合併はマイナス。

一番財政状況の良い藤沢市が財政力の弱い他市町と合併することは、藤沢市民にとってマイナスとなること自明の理。

5．環境行政――特例債利用の箱物行政の目玉の一つ――

（1）大都市化により、迷惑施設の巨大化が進み環境破壊が進む。

「湘南市」は横浜市、川崎市と異なり、海浜地帯が観光地と高級住宅地なため、ゴミ焼却場や最終処分場という迷惑施設が限られた山側の地に集中的に建設される可能性が高い。加えて、ますます行き場所のなくなる産業廃棄物を処理するために、焼却場がエネルギーセンターとして、大型化し、山側の地の更なる環境悪化を招く。

（2）藤沢市のゴミ処理サービスの低下

藤沢市のゴミ処理のレベル（分別、リサイクル等）は、市民の長年の努力を反映し、他市町より進んでいる。これが合併により引下げられる恐れがある。

（3）「湘南市」の開発主体の方針は、残された少ない緑をさらに破壊する。

「湘南市研究会」は“緑豊かな丘陵の活用”“都市基盤の整備”“交通体系の整備”とか謳っているが、これらは皆、“開発”とか“整備”という言葉を借りた箱物行政道路版であり、自然破壊につながる。

6．市関連施設の移転に伴うマイナスの影響

「湘南市」が実現すると、市庁舎及び関連施設の多くが藤沢市外に移転することが予想され、市民にとって距離的に不便になることもさることながら、市経済、特に商工会にとって、市内の消費需要減となりマイナスとなる。TWIN CITIES構想の下、寒川に設置が検討されている新幹線新駅周辺に、市の機能が移転した場合どうなるのか？

7．市教育委員会の廃止による影響

当然のことながら、藤沢市の教育委員会はなくなるが、湘南市の下で木目細やかな教育行政が期待できるか疑問。

以上

